
  第１款  事業収益                       １，０７０，８３３千円下水道事業収益

  第１款  事業収益                       １，０７０，８３３千円下水道事業費用

  第１款  事業収益                       １，０７０，８３３千円資本的収入

千円1,500

3,000 千円

　　（資本的収入及び支出）

4,500 千円

4,712 千円

0 千円

100 千円

　　支　　　　　　出

第１款

第１項 営業費用

第４項 予備費

252,717 千円

175,215

235,935 千円

千円

第２項 営業外収益

60,720

千円

　　（総則）

第１条  令和７年度士幌町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　　（業務の予定量）

㎥

㎥

第１款

第１項 営業収益

　　（収益的収入及び支出）

　　収　　　　　　入

第２項 営業外費用

第３項 特別損失

247,905 千円

第１項 他会計出資金

第２項 負担金等

　　収　　　　　　入

第１款

（１） 接続人口 3,540 人

特定環境保全公共下水道事業 人2,910

630

（３） 一日平均処理量 981 ㎥

特定環境保全公共下水道事業 ㎥

農業集落排水事業 ㎥

農業集落排水事業 人

（２） 年間処理水量 358,000 ㎥

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

296,000

62,000

811

170

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第４条　 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に
　　　　対し不足する額50,501千円は、過年度損益勘定留保資金27,772千円、当年度損益勘定留保
　　　　資金22,729千円で補てんするものとする。）

令和７年度 士幌町下水道事業会計予算
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  第１款  事業収益                       １，０７０，８３３千円資本的支出 55,001 千円

第１項 建設改良費 8,078 千円

46,923 千円第２項 企業債元金償還金

　　（一時借入金）

第５条  一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 下水道事業費用のうち、営業費用、営業外費用及び特別損失間の流用

（２） 資本的支出のうち、建設改良費及び企業債元金償還金間の流用

     令和７年３月７日  提　出

                             士幌町長　　髙木　康弘　　　

　　支　　　　　　出

第１款

第７条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は
　　　　それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費 5,457 千円

第８条  下水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、79,626千円である。

　　（他会計からの補助金）

　　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
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収入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備    考

1.下水道事業収益 235,935

1.営業収益 60,720

1.下水道使用料 55,378

2.その他の営業収益 1

5.他会計負担金 5,341

2.営業外収益 175,215

1.他会計補助金 79,626

2.長期前受金戻入 81,588

4.雑収益 1

5.国庫補助金 14,000

令和７年度　士幌町下水道事業会計　予算実施計画

収益的収入及び支出
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支出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備    考

1.下水道事業費用 252,717

1.営業費用 247,905

1.管渠費 17,039

2.処理場費 51,834

3.浄化槽費 18,524

4.業務費 5,000

5.総係費 6,667

6.減価償却費 148,841

2.営業外費用 4,712

1.支払利息及び企業債取扱諸費 2,712

2.消費税及び地方消費税 2,000

3.特別損失 0

1.その他特別損失 0

4.予備費 100

1.予備費 100
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収入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備    考

1.下水道事業収益 4,500

3.他会計出資金 3,000

1.他会計出資金 3,000

5.負担金等 1,500

1.工事負担金 1,500

支出

款 項 目 予 定 額 備    考

1.資本的支出 55,001

1.建設改良費 8,078

1.建設改良費 8,078

2.企業債元金償還金 46,923

1.企業債元金償還金 46,923

資本的収入及び支出
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（単位：千円）
(1) 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は当年度純損失） △ 11,242
　減価償却費 148,841
　貸倒引当金の増減額（△は減少） 30
　賞与引当金・法定福利費引当金の増減額（△は減少） 8
　長期前受金戻入額 △ 81,588
　受取利息及び受取配当金 0
　支払利息 2,712
　未収金の増減額（△は増加） △ 4,040
　未払金の増減額（△は減少） △ 3,000
　
　小計 51,721
　
　利息及び配当金の受取額 0
　利息の支払額 △ 2,712
　
　業務活動によるキャッシュ・フロー 49,009
　

(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー
　
　有形固定資産の取得による支出 △ 7,344
　補助金等による収入 1,500
　補助金の圧縮記帳等の調整額 △ 136
　一般会計からの出資による収入 3,000
　
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,980
　

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 46,923
　
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 46,923

　
　　資金増加額（又は減少額） △ 894
　　資金期首残額 33,850
　　資金期末残額 32,956

令和7年度　士幌町下水道事業会計　予定キャッシュ・フロー計算書
（令和7年4月1日　から　令和8年3月31日まで）
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１．総括 （単位：千円）

※　（）はパートタイム会計年度任用職員数（外書き）

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

手当の内訳 （単位：千円）

（単位：千円）

　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

※　（）はパートタイム会計年度任用職員数（外書き）

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分 職員数
給　　　　　　　与　　　　　　　費

法定福利費 合　　計
報 酬 給 料 手 当 計

4,651 806 5,457

前
年
度

損益勘定支弁職員
(0)
1

2,436 1,605 4,041

本
年
度

損益勘定支弁職員
(0)
1

2,988 1,663

832 4,873

比
較

損益勘定支弁職員 552 58 610 △ 26 584

区 分 職員数
給　　　　　　　与　　　　　　　費

法定福利費 合　　計
報 酬 給 料 手 当 計

4,651 806 5,457

前
年
度

損益勘定支弁職員 2,436 1,605 4,041

本
年
度

損益勘定支弁職員 1 2,988 1,663

832 4,873

比
較

損益勘定支弁職員 552 58 610 △ 26 584

区 分 扶養 管理職 住居 特勤 時間外 期末 勤勉 通勤

582 488

前年度 312 497

本年度 312 200

区 分 特別損失 寒冷地 児童 計

417

比 較 200 85 71

本年度 81 1,663

前年度 306 73 1,605

法定福利費 合　　計
報 酬 給 料 手 当 計

比 較 △ 306 8 58

区 分 職員数
給　　　　　　　与　　　　　　　費

前
年
度

損益勘定支弁職員

本
年
度

損益勘定支弁職員

比
較

損益勘定支弁職員
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手当の内訳 （単位：千円）

（単位：千円）

２．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初任給 （単位：円）

（３）級別職員数 （単位：人・％）

区 分 扶養 住居 特勤 時間外 期末 勤勉 通勤 宿日直

前年度

本年度

比 較

区 分 寒冷地 児童 計

本年度

比 較

前年度

257,100

平均年齢 24歳6月 歳　月 歳　月

区 分 一般行政職 技能労務職 任期付き職員

令和7年2月1日
現在

平均給料月額 231,100

平均給与月額

23歳6月 歳　月 歳　月

区分 一般行政職 技能労務職
一般会計の制度

一般行政職 技能労務職

令和6年2月1日
現在

平均給料月額 203,000

平均給与月額 229,000

平均年齢

188,000

短大卒 1-15 204,400 1-15 204,400

高校卒 1-05 188,000 1-05

大学卒 1-25 220,000 1-25 220,000

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 任 期 付 き 職 員
級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 （級別の標準的な職務）

令和7年2月1日
現在

6 6 6

5 5 5

6 課 長 職

課 長 補 佐 職 5

係 長 ・ 主 査 4

3 3 3

4 4 4

1 1 100.0 1

係 長 ・ 主 任 3

2 2

1 主 事 ・ 主 事 補 1技 師 ・ 技 師 補

2 主 事 ・ 技 師 2

計

令和6年2月1日
現在

6 6

計 1 100.0 計

6

5 5 5

4 4 4

3 3 3

2

1 1 100.0 1 1

2 2

計 1 100.0 計 計
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（４）昇給 （単位：人・％）

（５）期末勤勉手当 （単位：月）

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（７）その他の手当

区 分 合計 一般行政職 技能労務職 任期付き職員

本
年
度

職 員 数 (A) 1 1

号 級 数 別 内 訳

２号級

比 率 (B)／(A) 100.0 100.0

４号級 1 1

昇給に係る職員数 (B) 1 1

６号級

８号級

前
年
度

職 員 数 (A) 1 1

号 級 数 別 内 訳

２号級

比 率 (B)／(A) 100.0 100.0

４号級 1 1

昇給に係る職員数 (B) 1 1

６号級

８号級

本 年 度 2.300 2.300 4.600 有

区 分
支給期別支給率

支給率計
制度上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月 １２月

一般会計の制度 2.300 2.300 4.600 有

前 年 度 2.250 2.250 4.500 有

備 考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 -
北海道市町村職員
退職手当組合加入

区 分
20年

勤続の者
25年

勤続の者
35年

勤続の者
最高限度

その他の加算
措置等

住 居 手 当 同 －

通 勤 手 当 同 －

同 上

区 分 一般会計の制度と異同 差異の内容

扶 養 手 当 同 －

一 般 会 計 の
制 度

24.586875 33.27075 47.709 47.709 -
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１ 固　定　資　産 （単位：千円）

（１） 有　形　固　定　資　産

イ 土 地 3,895

ロ 建 物 792,445

減 価 償 却 累 計 額 △ 357,528 434,917

ハ 構 築 物 3,369,035

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,180,234 1,188,801

ニ 機 械 及 び 装 置 1,552,312

減 価 償 却 累 計 額 △ 598,557 953,755

ホ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 6,954

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,325 629

ヘ 建 設 仮 勘 定 2,273

有 形 固 定 資 産 合 計 2,584,270

固 定 資 産 合 計 2,584,270

２ 流　動　資　産

(１) 現 金 預 金 32,956

(２) 未 収 金 11,632

貸 倒 引 当 金 △ 60 11,572

流 動 資 産 合 計 44,528

資 産 合 計 2,628,798

３ 固　定　負　債

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 673,372

ロ そ の 他 の 企 業 債 0

企 業 債 合 計 673,372

固 定 負 債 合 計 673,372

４ 流　動　負　債

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 45,884

ロ そ の 他 の 企 業 債 0 45,884

(２) 未 払 金 4,119

(３) 引 当 金 431

流 動 負 債 合 計 50,434

５ 繰　延　収　益

（１） 長 期 前 受 金 3,030,372

（２） 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 1,606,105

繰 延 収 益 合 計 1,424,267

負 債 合 計 2,148,073

令和7年度　士幌町下水道事業会計　予定貸借対照表
令和8年3月31日

資　産　の　部

負　債　の　部
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６ 資　本　金

(１) 固 有 資 本 金 502,416

(２) 繰 入 資 本 金 6,000

資 本 金 合 計 508,416

７ 剰　余　金

（１） 利　益　剰　余　金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 27,691

利 益 剰 余 金 合 計 △ 27,691

剰 余 金 合 計 △ 27,691

資 本 合 計 480,725

負 債 ・ 資 本 合 計 2,628,798

資　本　の　部
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重要な会計方針

地方公営企業法会計基準を適用し、財務諸表等を作成している

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物　7～50年

構築物　10～60年

機械及び装置　6～20年

車両運搬具　3～7年

工具器具及び備品　3～15年

引当金の計上方法

退職給付引当金

賞与引当金

貸倒引当金

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定キャッシュフロー計算書に関する注記

当事業年度において重要な非資金取引は予定していない。

予定貸借対照表関連

企業債の償還に係る他会計の負担

賞与引当金及び法定福利費引当金の取り崩し

（3）

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償
還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれている額は、359,628千円である。

（2）
　職員賞与の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、それぞれ355千円及び68千円を取り
崩す。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき当
年度の負担に属する額（翌年度６月に支給する額のうち１２月～３月分に相当する額）を計上してい
る。

注記事項

Ⅰ

1

（1）

2

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

3

Ⅱ

Ⅲ

（1）

（1）

（2）

　本町は、退職手当組合に加入しており、下水道事業は当該組合に掛金を負担しているが、追加
的な負担はすべて一般会計において負担しているため、下水道事業会計において退職給付引当
金を計上していない。
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セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

特別利益

特別損失

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

（単位：千円）

Ⅳ

1
　下水道事業会計は、特定環境保全公共事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営
方針等を決定していることから、特定環境保全公共事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメント
としている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業の内容

特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水及び
雨水を処理する事業

農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する事業

2

事業区分

農業集落排水事業

特定環境保全公共事業

特定環境保全公共事業 農業集落排水事業 合計

48,433 7,253 55,686 

208,078 31,353 239,431 

△159,645 △24,100 △183,745 

△9,030 △2,212 △11,242 

2,402,206 226,592 2,628,798 

2,023,781 124,292 2,148,073 

71,365 11,261 82,626 

134,326 14,515 148,841 

0 0 0 

0 0 0 

4,071 3,273 7,344 
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1　営　業　収　益 （単位：千円）

(1) 下 水 道 使 用 料 50,344

(2) 他 会 計 負 担 金 5,343

(3) そ の 他 営 業 収 益 1 55,688

2　営　業　費　用

(1) 管 渠 費 18,125

(2) 処 理 場 費 40,070

(3) 浄 化 槽 費 10,559

(4) 業 務 費 4,545

(5) 総 係 費 10,718

(6) 減 価 償 却 費 151,862

(7) そ の 他 営 業 費 用 0 235,879

営 業 損 失 180,191

3　営　業　外　収　益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 0

(2) 他 会 計 補 助 金 79,043

(3) 国 庫 補 助 金 8,000

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 83,323

(5) 雑 収 益 1 170,367

4　営　業　外　費　用

(1) 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 2,960

(2) 雑 支 出 0 2,960 167,407

経 常 損 失 12,784

5　特　別　損　失

(1) そ の 他 特 別 損 失 3,665

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 0 3,665

当 年 度 純 損 失 16,449

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 16,449

令和6年度　士幌町下水道事業会計　予定損益計算書
（令和6年4月1日　から　令和7年3月31日まで）
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１ 固　定　資　産 （単位：千円）

（１） 有　形　固　定　資　産

イ 土 地 3,895

ロ 建 物 792,445

減 価 償 却 累 計 額 △ 337,349 455,096

ハ 構 築 物 3,363,421

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,117,771 1,245,650

ニ 機 械 及 び 装 置 1,550,582

減 価 償 却 累 計 額 △ 532,472 1,018,110

ホ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 6,954

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,211 743

ヘ 建 設 仮 勘 定 2,273

有 形 固 定 資 産 合 計 2,725,767

固 定 資 産 合 計 2,725,767

２ 流　動　資　産

(１) 現 金 預 金 33,850

(２) 未 収 金 7,592

貸 倒 引 当 金 △ 30 7,562

流 動 資 産 合 計 41,412

資 産 合 計 2,767,179

３ 固　定　負　債

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 719,256

ロ そ の 他 の 企 業 債 0

企 業 債 合 計 719,256

固 定 負 債 合 計 719,256

４ 流　動　負　債

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 46,923

ロ そ の 他 の 企 業 債 0 46,923

(２) 未 払 金 7,119

(３) 引 当 金 423

流 動 負 債 合 計 54,465

５ 繰　延　収　益

（１） 長 期 前 受 金 3,029,008

（２） 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 1,524,517

繰 延 収 益 合 計 1,504,491

負 債 合 計 2,278,212

令和6年度　士幌町下水道事業会計　予定貸借対照表
令和7年3月31日

資　産　の　部

負　債　の　部
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６ 資　本　金

(１) 固 有 資 本 金 502,416

(２) 繰 入 資 本 金 3,000

資 本 金 合 計 505,416

７ 剰　余　金

（１） 利　益　剰　余　金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 16,449

利 益 剰 余 金 合 計 △ 16,449

剰 余 金 合 計 △ 16,449

資 本 合 計 488,967

負 債 ・ 資 本 合 計 2,767,179

資　本　の　部
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令和７年度　士幌町下水道事業会計　予算明細書

収益的収入及び支出

収入 （単位：千円）

区　分 金　額

235,935 230,369 5,566

60,720 60,722 △ 2

1.下水道使用料 55,378 55,378 0 1.下水道使用料 55,378 ・ 下水道使用料 47,400

・ 集落排水使用料 7,978

2.その他の営業収益 1 1 0 1.雑収益 1
・ 下水道使用料延滞

金
1

5.他会計負担金 5,341 5,343 △ 2 1.雨水処理負担金 5,341
・ 雨水処理費一般会

計負担金
5,341

175,215 169,647 5,568

1.他会計補助金 79,626 78,323 1,303 1.他会計補助金 79,626
・ 特環分流式経費繰

入金
58,423

・ 集排分流式経費繰
入金

6,387

・ 公営企業適用債償
還利子繰入金（下
水道事業分）

93

・ 公営企業適用債償
還利子繰入金（集
落排水事業分）

44

・ 公営企業適用債償
還元金繰入金（下
水道事業分）

2,413

・ 公営企業適用債償
還元金繰入金（集
落排水事業分）

1,177

・ 公共下水道事業に
対する繰入金

8,436

・ 集落排水事業に対
する繰入金

2,653

2.長期前受金戻入 81,588 83,323 △ 1,735 1.長期前受金戻入 81,588 ・ 長期前受金戻入 81,588

4.雑収益 1 1 0 1.雑収益 1 ・ 雑入金 1

5.国庫補助金 14,000 8,000 6,000 1.国庫補助金 14,000
・ 社会資本整備総合

交付金
10,500

・ 農村整備事業補助
金

3,500

1.下水道事業収益

1.営業収益

2.営業外収益

説　　　明款　項　目 本年度 前年度 比　較
節

- 293 -



支出 （単位：千円）

区　分 金　額

252,717 252,787 △ 70

247,905 243,062 4,843

1.管渠費 17,039 19,939 △ 2,900 13.委託料 16,939
・ 管内カメラ調査委託

料
3,750

・ 芝刈委託料 189

・ 調査設計委託料 13,000

18.動力費 100 ・ 動力費 100

2.処理場費 51,834 44,051 7,783 10.光熱水費 69 ・ 水道料 69

12.通信運搬費 2,230 ・ 運搬費 2,030

・ 電話料 200

13.委託料 38,869
・ 終末処理場維持管理

委託料
21,780

・ 自家用電気工作物保
安管理委託料

225

・ 消防用設備保守点検
委託料

68

・ 下水道管理システム
委託料

440

・ 放流水等分析検査委
託料

1,514

・ 脱水汚泥処分委託料 5,280

・ 特定悪臭物質分析委
託料

200

・ 電気計装設備点検委
託料

1,362

・ 調査設計委託料 8,000

15.賃借料 277 ・ 放流管使用料 264

・ 放送受信料 13

18.動力費 10,090 ・ 動力費 10,090

26.保険料 299 ・ 火災保険料 299

説　　　明款　項　目 本年度 前年度 比　較
節

1.下水道事業費用

1.営業費用
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支出 （単位：千円）

区　分 金　額
説　　　明款　項　目 本年度 前年度 比　較

節

3.浄化槽費 18,524 11,615 6,909 8.備消品費 128 ・ 消耗品費 128

10.光熱水費 24 ・ 水道料 24

12.通信運搬費 1,275 ・ 運搬料 1,075

・ 電話料 200

13.委託料 9,782
・ 処理施設維持管理委

託料
1,914

・ 自家用電気工作物保
守管理委託料

73

・ 消防用設備保守点検
委託料

17

・ 電気計装設備点検委
託料

660

・ 放流水等分析試験委
託料

118

・ 調査設計委託料 7,000

14.手数料 42
・ 浄化槽定期検査手数

料
42

16.修繕費 4,700 ・ 修繕料 4,700

18.動力費 2,540 ・ 動力費 2,540

22.負担金 20
・ 農業集落排水協会負

担金
20

26.保険料 13 ・ 火災保険料 13

4.業務費 5,000 5,000 0 16.修繕費 5,000 ・ 修繕料 5,000

5.総係費 6,667 10,595 △ 3,928 1.給料 2,988 ・ 一般職給 2,988

2.手当 1,302 ・ 一般職手当 1,302

3.賞与引当金
   繰入額

361 ・ 賞与引当金繰入額 361

4.法定福利費 736 ・ 職員共済組合負担金 719

・ 職員福祉協会負担金 2

・ 職員公務災害補償基
金納付金

15
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支出 （単位：千円）

区　分 金　額
説　　　明款　項　目 本年度 前年度 比　較

節

7.旅費 329 ・ 普通旅費 329

8.備消品費 98 ・ 消耗品費 98

11.印刷製本費 206 ・ 印刷製本費 206

13.委託料 17 ・ 健康診断委託料 17

14.手数料 320
・ 下水道使用料口座振

替手数料
306

・ 口座振替データ伝送
手数料

14

21.補償金 100 ・ 補償金 100

22.負担金 110
・ 日本下水道協会負担

金
62

・ 日本下水道協会北海
道支部負担金

28

・ 諸会議等負担金 20

27.貸倒引当金
    繰入額

30 ・ 貸倒引当金繰入額 30

30.法定福利費
    繰入額

70 ・ 法定福利費繰入額 70

6.減価償却費 148,841 151,862 △ 3,021 1.減価償却費 148,841 ・ 減価償却費 148,841

4,712 5,960 △ 1,248

1.支払利息及び企
   業債取扱諸費

2,712 2,960 △ 248 1.企業債利息 2,712 ・ 長期債償還利子 2,712

2.消費税及び地方
   消費税

2,000 3,000 △ 1,000
1.消費税及び
   地方消費税

2,000 ・ 消費税 2,000

0 3,665 △ 3,665

1.その他特別損失 0 3,665 △ 3,665

100 100 0

1.予備費 100 100 0 1.予備費 100 ・ 予備費 100

2.営業外費用

3.特別損失

4.予備費
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資本的収入及び支出

収入 （単位：千円）

区　分 金　額

4,500 5,500 △ 1,000

3,000 3,000 0

1.他会計出資金 3,000 3,000 0 1.他会計出資金 3,000 ・ 他会計出資金 3,000

1,500 2,500 △ 1,000

1.工事負担金 1,500 2,500 △ 1,000 1.工事負担金 1,500
・ 下水道施設移設工

事負担金
1,500

支出 （単位：千円）

区　分 金　額

55,001 51,621 3,380

8,078 6,175 1,903

1.建設改良費 8,078 6,175 1,903 16.修繕費 1,903 ・ 修繕費 1,903

28.工事請負費 6,175 ・ 下水道施設工事 3,675

・ 集落排水工事 2,500

46,923 45,446 1,477

1.企業債元金償還金 46,923 45,446 1,477
1.建設企業債元
   金償還金

46,923 ・ 長期債償還元金 43,333

・ 公営企業適用債元
金償還金

3,590

1.資本的収入

3.他会計出資金

5.負担金等

説　　　明款　項　目 本年度 前年度 比　較
節

説　　　明

1.資本的支出

1.建設改良費

2.企業債元金償還金

款　項　目 本年度 前年度 比　較
節
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